













































日　　　　本 2．13 1．91 1．75 1．76 1．54 1．43L391．38 1．34 1．36
アメリカ合衆国 2．46 1．80 1．84 1．84 2．082．022．042．062．082．13
スウェーデン 1．94 1．78 1．68 1．74 2．13 1．73 1．52 1．50 1．50 1．54
イ　ギ　リ　ス 2．38 1．79 1．90 1．79 1．85 1．71 1．72 1．71 1．68 1．65
フ　ラ　ン　ス 2．47 1．96 1．99 1．83 1．78 1．70 1．71 1．75 1．77 1．89
ド　　イ　　ツ 2．Ol 1．45 1．46 1．30 1．45 1．25 1．37 1．36 1．36 1．36











































































昭　55年1150694413995312．0 1．441163203581 7688913．6 1．75
昭　60年1178050012617810．7 1．44120265700143157711．9 ｜．76
・　　一年 116920001 64808．9 1．24123460000124680210．2 1．57
・成　2年 116952181039838．8 1．23122721397122158510．0 1．54
平成　3年 116830001 32268．8 1．1812310200012232459．9 1．53
平成　4年 116630001 9658．7 1．1412347600012 89899．8 1．50
・成　5 n61900098291 8．5 1．1012378800011883179．6 146
成　6年 ｜15610001 19988．8 1．14124069000123832810．0 1．50
・成　7 11543005968238．4 1．1112429894711870649．6 1．42
平成　8 11587000979548．5 1．0712470900012 65559．7 1．43
・成　9 11619000979068．4 1．0512496300011916659．5 1．39
・成10年11639000989608．5 1．0512525200012 314796 1．38
’　　11 日641000979588．4 1．031254320001η76639．4 1．34
’成12年120641011 02098．5 1．0712692584311905479．5 で．36
平成13年12138000984238．3 1．0012729100011706659．3 1．33




















































































































































































な安 ひ騒 を子 な同 等親 に公図 な近
?
無? ?
い全 ど音 使ど いじ が子 な的書 い所 の
?
? ? ? ?





















が 等 で が 場 身殴
?
?
が 気 少 所 近や
?
総　数 100．0〈2，05D
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































補助基準額 ・相談事業 ・従来型 ・基本額1、160千円 7，963千円 5，015千円
・ 啓発事業 ・ 小規模型 （3年間限定補助）
500千円 基本分　　2，599千円・初度設備費保健加算分　1，365千円 1，353千円（初年度のみ）
1／2 2／3 3／4（負担割合） （負担割合） （負担割合）





予算規模 保育所・児童館等 従来型　　　　25ヵ所 7ヵ所440ヵ所 小規模型　　　　2ヵ所
地域子育て支援センター事業実施要綱 （平成12年3．月29日児発247号）
























































































































































































































































































至誠学園 立川布 2000（H12）2猿～12塵 宿泊 1200円 兼任一人 年額300万円 食費幼児300円、小単↓00?















































小平市 2001（H13） 臓～9歳 宿泊 5㈹0円 13200円（利用料込）
東京都むさしが丘学 国分寺市 2002（田4） 2窟～中学生 宿泊 31000円
13200円（利用料込）
＋定額20万円
東村山市 2002（H14） 2歳～12菰 宿泊
慶福育児会麻布乳児? 港区 2003（H15）54歳未満 宿泊 3．000円（1副 非常勤2人 年額375万円
旧31000円＋利用料
滅免分













































































世帯 病気 出産 就労 看護 その他 一人親 二人親 宿泊 一
???
1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 小学 中学
調布学園 502 161 121 32 5 17 24 43 14 107 21 100 26 27 26 31 17 8 26 0
カリタスの園
小百合の寮 304 34 15 9
2 2 2 0 6 9 15 0 0 4 5 5 6 6 8 0
東京育成園 78 5 3 2 1 0 0 0 2 1 5 0 0 1 0 0 1 1 2 0
目黒若葉寮 113 14 11 2 0 5 1 3 8 3 8 3 0 0 2 5 3 0 3 1
まつば園 387 101 73 18 8 34 6 7 39 34 40 33 1 21 15 11 11 3 39 0
東京恵明学園 40 15 13 0 2 4 3 4 3 10 3 10 0 3 5 3 2 6 0 0
朝陽学園 241 36 16 6 3 0 3 13 18 6 26 0 2 5 4 1 2 5 15 0
至誠学園 182 14 12 4 1 4 1 2 6 6 12 0 0 4 3 2 0 2 3 0
こどものうち
八栄寮 270 27 19 6 3 5 0 5 9 10 21 11 1 1 6 2 1 2 14 0
東京都
むさしが丘学園 30 23 ll 11 1 18 0 0 21 9 30 0 0 6 7 11 3 0 3 0
バット博士
記念ホーム 737 53 33 4 11 5 2
?
12 21 2C 17 7 8 6 8 7 6 10 1
二葉学園 59 6 6 3 1 4 0 1 3 3 5 4 0 3 0 1 0 0 1 0
のぞみの家※ 15 2 2 0 1 0 1 0 0 2 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0
合　　計 2958491 335 97 39 98　　43 89 141 221 206
　▼
180 37 83 81 80 53 39 124 2
































































































































































30 45125 4 1 42 5815822 34132203214186252105613 244 305 1240 1545
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12年 13年 14年 15年
利用会員 376人 583人 691人 922人
協力会員 140人 230人 273人 289人
利用・協力会員 13人 27人 52人 68人
合計 529人 840人 1016人1279人
活動回数 2245回5351回5961回6841回
総活動時間 4274．0時間 9776．95時間11384．0時間11779．0時間
4）親が子育てを楽しみ、子どもが元気に育っために、地域全体で子育てを支える環境を作る
ために、地域の子育て支援活動を推進している。地域子育てネットワークは、1999年4月か
　ら小学校通学区域を単位とした行政連絡会の開催からスタートし、現在40地域に広がってい
　る。連絡会は行政連絡会として児童館、小学校、保育園、保健センター、図書館、区立幼稚
園、中学校、子育てサポートセンターの他に地域の団体、個人を加えたもので、地域全体で
子どもを見守るためのネットワークが、有効に働いている。2003年度の連携事業の実施回数
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は、連絡会、交流、講演会、情報誌作成等の合計1591回、参加者数は89732人である。
　杉並区では、他の自治体に比べ母親クラブの活動が活発で2003年度は18のクラブ団体に補
助金が交付された。同年度の母親クラブ事業実施回数は1177回、延べ参加人数は35333人で
あった。母親クラブは、それぞれの地域で、多様な活動を行ってきたが杉並区母親連絡会は、
2003年度、親育て、地域育て、ネットワーク作りを目的に、子育てサポーター育成講座を7
回実施し、延べ169人が参加した。また杉並子育てサークルネット連絡会（わ・ネット）が
2001年度に発足し、サークルネットフェスティバルを毎年開催しており、2003年度は317人
が参加した。
6．東京都の育児支援施策の課題……都民の育児の実態と意識調査を基にして
　東京都が全国の中でも、最も急速に少子化をたどっている理由と、歯止めとなる子育て支援
施策のあり方にっいての結論は、今後の研究を待たねばならない。本稿で明らかにした都民の
育児の実態と意識の調査結果を、東京都の育児支援施策の現状に照らし合わせてみる時、都民
の切実な要望に必ずしも適切に対応していないことが分かる。本稿で取り上げている育児支援
施策は、東京都の福祉保健局少子社会対策部計画課の所管で実施されている施策に限られるが、
当然のことながら、これのみで完全なものを期待することは出来ない。育児支援施策は、児童
福祉施策のほかに社会保障、労働、教育、住宅問題など多様な問題の解決のために、各所管が
連携して取り組まねばならないといえる。
　東京都の調査結果で育児支援二施策の課題として、明らかになったことを以下取り上げる。
先ず、「居住環境が子育てに適していない」との回答が37．0％見られることである。この結果
は、市部も含めているので、23区に限定すると、この数字は、さらに高いであろうことが推察
できる。子育てに適していない理由として、約半数が、「家が狭い」をあげており、この他に、
「遊び場がない」「騒音、空気汚染」などが上位に上がっている。日本の住宅事情の貧しさが、
都民の子育てにおいて集中的に現れているといえる。広くて、安い住居で生活出来るよう、子
育て中の家庭を優遇した思い切った住宅政策が求められる。
　現在利用している保育施設への不満な点として、「子どもが病気の時」や、「夜間、休日」に
利用出来ない事の他に、「費用が高い」「保育時間が短い」などが上位に上げられている。東京
都には、多様な保育施設がみられるが、認可外保育施設の利用者の多くは、保育環境の整備さ
れている認可保育所の利用を、希望していることが分かる。これらの保育所の問題は、30年以
上も前から指摘されていることである。都民にとって利用しやすい保育施策の充実は、緊急の
課題である。一方、保育所の一時的保育事業は、母親のリフレッシュも目的として、実施され
ているが、現在も未だ利用しやすい状況にないことが分かる。核家族世帯が多いなど、都民の
生活環境の特性を考えると、保育施設が緊急時や、一・時的な利用として気軽に利用出来るよう、
重要な育児支援施策として推進していく必要がある。
　近年、東京都が、子育て支援事業として推進している「ショートステイ」を始め、「トワイ
ライト」「ファミリーサポートセンター」の利用が、調査結果において、都民に未だ浸透して
いないことが、明らかになった。これらの事業の実施状況は、自治体間の実施の有無を始め、
格差が見られる。また、本来の事業に支障を来たしているという職員数の問題も抱えている。
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この事業の発展のためには、東京都の思い切った財源の保障が必要である。
　東京都の調査結果では、小学生以下の子どもを養育中の無職の母親の49．8％が、「以前働い
ていた」と回答しているが、「仕事をやめた理由」として、「結婚」36．1％、「出産・育児」48．6
％となっている。厚生労働省の実施した「雇用労働調査」結果では、退職の理由として、「結
婚」は、1992年20．0％、2002年14．5％、「出産・育児」1992年16．2％、2002年9．3％と年毎に減
少している。東京都の女性就労者の「出産・育児」による退職理由は、厚労省の調査結果の3
～ 5倍であることが分かる。単純には比較出来ないかもしれないが、東京都においては、全国
平均に比べてはるかに多くの女性たちが、、「出産・育児」のために退職せざるを得ないという、
職業と、家庭・育児の両立の困難な状況におかれているといえる。一方、無職の母親の約80％
が就労志向があるが、それを阻んでいる大きな要因が「育児」上の問題となっている。東京都
民が、職業と家庭・育児の両立が可能な「子育て環境」の改善が求められる。
　育児の悩みやストレス、負担感、疲労感が夫と妻間で大きな差異があることが分かる。東京
都の男性の育児参加の少なさは、日本の男性の数字を象徴しているといえる。国際比較調査に
おいて、先進国の中で日本は「男は仕事、女は家庭」という性別役割意識と実態が遅れている
ことが明らかとなっている。調査によると、日本男性の家事参加は、30歳代では、1996年は僅
か8分である。また、総務省統計局の「社会生活基本調査」によると、年毎に若い世代は若干
上昇しているが、2001年度の30歳代の家事行動の割合は、7．5％、育児行動は、8．7％に過ぎな
い。大半の男性は、家庭において家事・育児を妻任せにしているということが分かる。「子育
て」において、母親への一方的な負担を軽減する上で、夫の「家庭」における行動のあり方は
非常に重要である。学校教育や、社会教育において、男性、及び女性の家庭における意識と行
動のあり方を、啓発することが求められる。
　子育て支援施策の一っとして、地域社会の中に種々の育児相談の場が設けられるようになっ
たが、都民の調査結果において、公的相談の場に対して大きな期待は見られないといえる。相
談相手として、「友人」が最も多く、一方「公的機関の相談員」を上げている人は半分となっ
ている。東京都の地域や家庭の特性を考えると、公的相談の場は重要であるといえるが、それ
は、子育て中の（母）親の心情を受けとめ、適切に助言出来ることが求められる。（母）親たちか
ら、信頼される相談員であるために相談員の訓練や、研修による専門性の向上が必要とされる。
　「子育てをする上で整備して欲しいもの」として、「子どもを安心して遊ばせられる公園」を
63．7％と最も多くの母親があげている。子どもの成長・発達において、「遊び」は不可欠であり、
「生活」そのものである。一方、地域の遊び場に出かけることは、育児中の（母）親にとっては、
孤立を防ぎ、交流の場となる。公園の設置と共に親子で一緒に楽しめる地域内での活動の企画
など、都民の要望にそった施策の推進が望まれる。親同士、また、子どもの交流の場である、
「遊び場」が不足している地域が無くなるように、取り組むことは緊急の課題である。
7．結　語
　わが国は、高齢社会を迎えた頃より、高齢者対策を中心とした施策を推進してきた。その結
果、他の先進諸国の中でも、社会保障費に占める児童・家庭対策費が極めて少ない。2000年
度にっいて見ると、老人対策費53兆円（68．1％）に対して，児童・家庭対策費は、僅か3兆円
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弱（3．5％）に過ぎない。このことは、次世代育成支援の位置づけが不十分であることを示し
ているといわざるを得ない。子どもを養育中の親に対する各種の調査によると、育児支援への
国に対する最も多い要望は、「経済的支援二」となっている。児童を養育している親に対する、
かなり思い切った、経済的負担軽減策を講じない限り、「安心して子どもを産み、育てること
の出来る社会環境の整備」への取り組みも、1994年のエンゼルプラン実施以降も低下が続いて
いる、歯止めの無い少子化現象が今後も繰り返されることが予想される。
　2000年6月の法律の成立・施行以降、「社会福祉基礎構造改革」が推進されている。多様な
福祉需要に対応するために、従来の社会福祉法人の他に、株式会社や、NPO法人など多様な
社会福祉サービスの供給主体の参入がなされるようになった。それは、地域社会に根ざした、
質・量共に充実した社会福祉・児童福祉サービスとして、子どもたちの健やかな成長を保障す
るものであるかを、国民は見守っていくことが必要である。一・方、国の都道府県への補助金改
革に伴う補助金の削減や、廃止等が論議されているが、例えば、保育所の保育料や、乳幼児医
療費助成などが、現在、自治体により大きな格差がみられる。日本の次代を担う子どもたちが、
日本国内の何処に居住していようとも、医療や保育、教育、福祉サービスが同水準で保障され
なければならない。
　女性の社会進出が、今後一層進むと推測される中で、家庭における男性の意識のあり方は、
非常に重要である。1999年6月に公布・施行された男女共同参画社会基本法において、基本理
念として、明記されている「家庭生活における活動と、他の活動の両立」（6条）の実体化が求
められる。ジェンダーの視点に立った学校教育を始め、社会教育、家庭教育により、国民の固
定化された「男女の役割分担意識」の変革がなされなければならない。
　子どもの成長にっいて、家庭のみの問題とみなすのではなく、親と共に、社会全体が関心を
もち、協力する姿勢が求められる。かって、日本の社会では、地域社会の中で子どもたちは、
大人たちに見守られ育ち合っていった。今日見られる低下した地域社会の養育力と、教育力の
向上が、今こそ、緊急に求められている。
　本稿をまとめるに当たり、東京都福祉保健局少子社会対策部計画課の時友氏、杉並区立児童
青少年センター有坂所長、府中市母子生活支援センター田口施設長のご協力を頂いた。心から
感謝の意を表したい。
SUMMARY
　　With　the　economic　development　of　Japan，　due　to　the　deterioration　of　the　environ－
mental　surroundings　of　children，　mainly　in　cities，　and　the　increase　in　working　moth－
ers，　we　have　seen　the　occurrence　of　various　problems　in　the　wholesome　upbringing　of
children．　Because　of　the　feeling　of　in　security　which　is　further　promoting　small　fami－
1ies，　in　order　to　counter　difficulties　in　child－birth　and　nursing，　the　Angel　Plan　was
drawn　up　in　December，1994　by　4　Ministries，　including　the　Ministry　of　Public　Welfare．
That　pared　the　way　for　childcare　in　society　as　a　whole　and　aimed　to　build　a　childcare
supporting　society．　After　the　Angel　Plan　some　laws　were　enacted　for　child　care
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supPort，　because　of　the　decline　in　the　number　of　births　and　in　the　total　specific　birth
rate．
　　　Especially　the　number　of　children　in　Tokyo　Metropolis　has　been　declining　every
year．　The　total　specific　birthrate　of　1．02　in　2001　is　the　lowest　in　the　country．　（1．32
national）In　Tokyo　Metropolis　as　well　as　in　other　countries，　there　have　been　wide－
ranging　concerns　related　to　the　psychological　and　economic　burdens　of　child　rearing
that　have　become　apParent．　In　recent　years，　cases　of　child　abuse　that　have　needed
counseling　have　increased　sharply，　both　in　number　and　in　gravity．
　　In　response　to　these　problems，　the　Tokyo　Metropolitan　Government　has　promoted
a　shift　to　high　quality　and　user－oriented　services　by　improving　the　urban　day　care
services，　such　as　the　Tokyo　Style　certified　day　center　system，　so　facilitating　a　transi－
tion　to　a　social　child　rearing　system．
　　注
1．少子化の原因や背景となる要因に対応して、子ども自身が健やかに育っていける社会、子育てに喜び
や楽しみを持っことができる社会を形成していくために、1994年12月、文部・厚生・労働、建設の4大
臣合意により、策定された。エンゼルプランにおいて、3っの基本的視点に立ち、5つの子育て支援施
策の基本的方向が示された。
2．1999年12月、大蔵・文部・厚生・労働・建設・自治の6大臣の合意により「重点的に推進すべき少子
化対策の具体的実施計画にっいて」（新エンゼルプラン）が策定された。これは、従来のエンゼルプラン
　と緊急保育対策等5か年事業を見直し、働き方や、保育サービスに加え、相談・支援体制、母子保健、
教育、住宅などの総合的な実施計画となっている。
3．急速な少子化の進行などを踏まえ、次世代育成支援対策にっいて、基本理念を定めるとともに、国に
よる行動計画策定指針、地方公共団体や事業主による行動計画の策定などの次世代育成支援対策を迅速
かっ重点的に推進し、家庭や地域の「子育て機能の再生」を図るとしている。
4．2003年7月議員立法により成立された。少子化社会において講じられるべき施策の基本理念を明らか
にするとともに、国と地方公共団体の責務、少子化に対処するために講ずべき施策の基本となる事項な
　どを定めている。
5．少子化社会対策基本法により、総合的かっ長期的な少子化に対処するための施策の大綱の案等を作成
するために、内閣府に少子化社会対策会議が設置されたが、2004年6月、同会議の案を受けて、「少子
化社会対策大綱」が閣議決定された。これにおいて、3っの視点と4っの重点課題が示され、取り組む
べき28の行動があげられている。
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